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1． 日EU・EPA 
EPA（Economic Partnership Agreement、経済連携協定）とは、

貿易の自由化に加え、投資や人の移動、知的財産の保護、競争

政策におけるルール作りなど、様々な分野での幅広い経済関係の

強化を目的とする協定です。これにより、貿易量の増加や輸入品

の価格低下、EPA締結国に進出する企業のビジネス環境の改善

などの効果が期待されます。現在、日本については、15ヵ国・地域

とのEPAが発効済となっています。 

日EU・EPAは、2013年4月に交渉が開始され、4年にわたる交渉

を経て、今回、大枠合意が実現しました。現状では、日本からEU 
向けの輸出品目のうち約7割に関税がかかっているのに対して、

EUから日本への輸出品目には3割程度しか関税がかかっておら

ず、日EU・EPAの実現で、こうした状況が改善されます。今回発表

された「大枠合意」は、「交渉の基本的な要素について日EU間で

一致している状態」とされ、積み残された論点の交渉や日本および

EU28ヵ国すべての議会での承認など、実際に発効されるまでの

障害はまだ多いものの、EUは2019年の発効をめざす意向を示し

ており、今後の進展が期待されています。 

日本とEUは、人口で約1割、貿易額やGDPにおいて約3割の 

今回のテーマ 
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日興アセットマネジメン

トの新人。お客様に有

益な情報をお伝えすべ

く、投信や経済につい

て勉強中。 

7月6日の日EU首脳会議において、日EU・EPAの大枠合意が実

現しました。米国の保護主義的な動きへの危機感などから、交渉

加速の機運が高まったとみられています。今回は、日EU・EPAと、

新たに交渉がスタートしたTPP11について調べてみました。 
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EPAと似た枠組みに、FTA
（自由貿易協定）があります。

EPAが投資や人の移動な

どのルール作りまでカバー

する幅広い経済協定である

のに対して、FTAは主に物

品の関税やサービス貿易

の障壁などを削減・撤廃す

ることを目的とする協定のこ

とを指します。日本では、よ

り幅広い分野を含むEPAを
推進しています。 

最終合意へ向けて、加速する日EU・EPA 
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世界シェアを占め、日EU・EPAが実現すれば、世界的にも巨大な 
経済圏が誕生します。 

日EU・EPAにおける日本の自由化率（関税が撤廃される品目が

全体に占める割合）は発効から 15 年後に 97％、EUは発効から15 
年後に 99％と、高水準の自由化となっています。日本からの輸出に

ついては、自動車を含む工業製品について、品目数および輸出額

で100％の関税撤廃を達成し、農林水産品についても、牛肉、茶、

水産物などの輸出重点品目を含め、ほぼ全ての品目で関税の即時

撤廃を獲得しています。EUからの輸入では、工業製品については、

100％の関税撤廃となる一方で、農林水産品では、米について関税

削減・撤廃などから除外するなど、国内の農林水産業への一定の

配慮がみられます。 

日本は、2018年までにFTA比率（日本の貿易総額に占めるEPA・
FTA発効済・署名の国との貿易額の割合）の70％への引き上げを

政策目標として掲げています。 EUは日本の貿易総額の11％を占

める主要な貿易相手で、日EU・EPA の実現は、日本の成長戦略の

重要な柱になると期待されます。 

TPP11とは、米国を除くTPP（環太平洋経済連携協定）参加11ヵ
国（日本、カナダ、豪州、シンガポール、チリ、ニュージーランド、ブル

ネイ、ベトナム、ペルー、マレーシア、メキシコ）によってTPPの発効

をめざす動きのことです。従来のTPPの発効には、参加国全体の

GDPの85％以上を占める6ヵ国以上が国内手続きを終える必要が

あり、米国の離脱により発効の目処がたたなくなっていることから、

発効要件の修正が検討されています。 

TPP11は米国の離脱により規模は縮小するものの、それでも世界

全体の貿易総額の15％程度を占めるなど、その影響力は小さくあり

ません。また、日本にとっては、米国が2ヵ国間でのFTA交渉を求め

ていることから、TPP11の発効により、日米交渉を有利に進めたい

との狙いがあるとみられます。 

豪州やニュージーランドはTPP11の推進に積極的である一方で、

ベトナムやマレーシアは、米国への市場アクセスへの拡大を前提に

大きな譲歩を示していたことから、米国を除いた形での参加には 
消極的な姿勢をみせており、発効は不透明な状況です。思惑の異な

る参加国の意見を取りまとめ、TPP11の発効を日本がリードできる

か注目されます。 

この他、日本が締結をめ

ざす広域のEPA/FTAとし

ては、日中韓FTAや
ASEANと日中韓、インド、

豪州、ニュージーランドが

参加するRCEP（東アジア

地域包括的経済連携）な

どの交渉が進められてい

ます。さらにこれらを基礎

として、米国やロシア、南

米諸国などを加えた、アジ

ア太平洋地域に自由貿易

圏を構築するFTAAP（ア
ジア太平洋自由貿易圏）

構想が提唱されています。 

2． TPP11 

日EU・EPAやTPP11が発効すれば、消費者にとっては、 
締結国・地域からの輸入品を今までより安く購入できるメ

リットが期待できます。今後の交渉から目が離せませんね。 


	スライド番号 1
	スライド番号 2

